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プッシュ型
子育てサービス

母子保健オンライン
サービス（PMH）

保活ワンストップ
保育園探しから入園までの手続がオンライン

で完結するワンストップシステムを実現

こどもDX 2025年度までに実現する４つのプロジェクト

給付金手続の
利便性UP

マイナンバーカードでスマホから申請できる
仕組みを導入し、ワンスオンリーの徹底や
簡単便利で爆速の手続を実現

デジタル庁が開発した基盤を活用し、
マイナンバーカード一つで医療費助成や
予防接種を可能に

アプリから必要な情報が先回りで届き、

知りそびれや申請忘れをなくす
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国

４者が連携した推進体制

都内区市町村民間事業者

（一社）こどもDX推進協会

東京こどもDX2025 つながる子育て推進会議

東京都・GovTech東京
内閣官房

デジタル行財政改革会議 デジタル庁

こども家庭庁 総務省
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プッシュ型子育てサービス
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アプリから必要な情報が先回りで届き、知りそびれや申請忘れをなくす



プッシュ型子育てサービス 取組状況

➢ 都内全域で、プッシュ型で情報配信できるよう環境を整備

• 都内60自治体及び東京都の｢子育て支援制度レジストリ｣を
 国と連携して整備（残り２自治体は今後整備予定）

• 約7,300 制度をオープンデータ化

➢ 国は、全国版の「子育て支援制度レジストリ」を整備中

➢ 先行プロジェクトでは、レジストリを活用したプッシュ配信を実施

•  ６自治体（千代田区、豊島区、葛飾区、江戸川区、町田市、瑞穂町）で、こどもDX推進協会の

会員事業者９社の協力を得て、プッシュ配信

プロジェクト開始からの取組

23 881

約7,300

2024/3 2024/10 2024/11

レジストリへの掲載制度数
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※ 上段は2024年3月より参画、下段は2024年8月より参画
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61

2024/3 2024/10 2024/11

レジストリ整備自治体数



先行プロジェクト実施結果

プッシュ型子育てサービス 結果や成果

プッシュ配信の満足度

3.9点（5点満点中）

➢ 子育て当事者の利便性向上に向けて、官民でのレジストリの活用促進や、掲載情報の更なる拡充

➢ 自治体の負担軽減のため、産学官で連携し、レジストリの更新作業を補助するツールの開発

➢ 民間事業者がさらに活用しやすくなるよう、レジストリを改善

今後の取組

閲覧者のうち自治体HPリンクを
クリックした割合

31.6％

自分で情報を探す場合と
比べて時間を短縮できたか

先行自治体の声

独自の公式LINEでも

レジストリを活用
したい

レジストリ更新に
係る作業負担を軽減

してほしい

制度情報書き起こしに

かかる時間が減った

 レジストリの記載内容

がわかりづらい等、

改善の余地がある

予防接種の通知で、
思い出せた

保育園から小学校
まで、子ども関係の
事柄をすべて集約
したようなアプリが

あるとよい

情報配信数

58,300 (94制度)

制度情報の書き起こしの
削減時間 (1制度あたり見込み)

子育て当事者の声 参画事業者の声

プッシュ配信継続意向あり

5社
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62.5%

12.5%

25.0%

■3分未満・5分・15分・30分・1時間以上の回答を合計
■減ったと感じない   ■わからない

時間短縮
できた割合

 62.5％
66.7%

33.3%

■~29分・30~59分・60分以上の回答を合計
■削減効果なし

時間短縮
できる割合

 66.7％



母子保健オンラインサービス （ＰＭＨ）
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デジタル庁が開発した基盤を活用し、マイナンバーカード一つで

医療費助成や予防接種を可能に



➢  東京都所管の医療費助成（難病・小児慢性・精神通院等）について、今年度中にPMH接続予定

• 東京都の医療費助成（難病・小児慢性・精神通院等）については、PMH接続が完了した
医療機関等では、今年度中にマイナンバーカードを医療証として利用可能に

➢  全ての都立病院で今年度中にPMH接続予定

プロジェクト開始からの取組（東京都）

合計 約44万人

・難病医療費 約14万人
・小児慢性特定疾病医療費 

約9千人
・精神通院(自立支援医療費)
                        約29万人

医療費助成制度（都所管）の
都内利用者数

※R5年度利用実績より
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＜PMH接続予定の状況（東京都制度）＞

母子保健オンラインサービス （ＰＭＨ） 取組状況と成果

東京都のR6補助事業において

PMH接続申請のあった
医療機関等数 ※12/16 8時現在 

(引き続き､募集中)

288 施設



➢  ６市町（調布市、町田市、東村山市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町）が、今年度中にPMH接続予定

• 区市町村所管の子供医療費助成等について、デジタル庁と連携した説明会や意見交換等を実施

• 東京都とGovTech東京で連携し、先行自治体と各医療システム事業者との調整などを支援

プロジェクト開始からの取組（区市町村）

合計 約13万1千人
東京都全体のこども人口の約7％

・調布市 約3万6千人
・町田市 約6万5千人
・東村山市 約2万2千人
・瑞穂町   約4千人
・日の出町         約3千人
・奥多摩町         約400人

今年度PMH接続予定自治体
こども人口（0～18歳）
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※R6年1月住民基本台帳より

＜PMH接続予定の状況（区市町村制度）＞

母子保健オンラインサービス （ＰＭＨ） 取組状況と成果



➢  医療機関等（病院・診療所・薬局）のPMH接続

      を促進するため、東京都において新たな補助制度を

  ９月から開始

• 国の補助制度との連携や jGrants の活用により、

 医療機関等の申請手続きを簡素化

➢  先行自治体域内の医療機関等を中心に、市町と協働し、東京都の補助制度も活用した医療機関等の  

接続を働きかけ

➢  利用者が利便性を実感した先行自治体の好事例を、区市町村や医療機関等に紹介

今後の取組

＜東京都のデジタル庁補助への上乗せ補助HP＞

プロジェクト開始からの取組（医療機関等）
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母子保健オンラインサービス （ＰＭＨ） 取組状況と成果



保活ワンストップ

保育園探しから入園までの手続がワンスオンリー・オンラインで完結
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ワンストップの入園システム

事前
相談

情報
収集

見学
予約

希望
決定

申請

相談
受付

審査
結果
通知

結果
受領保護者

自治体
担当者



➢ 保活情報の連携基盤を構築し、民間保活サイトと保育ICTシステムを繋ぐことで、保育園探しから

入園までの手続がオンラインで完結する「保活ワンストップサービス」を、10月31日からスタート

• 連携３自治体（板橋区、足立区、調布市）の、126の保育園が参加

• 東京都とGovTech東京が連携して４か月で爆速開発

• これまでに、153人が利用し、247件の見学予約を受付 ※12/16 12時現在

保活ワンストップ 取組状況
プロジェクト開始からの取組
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【保活ワンストップ PRロゴ】

＜保活ワンストップサービスでできること＞

園見学予約保育園検索

最新の情報を収集 オンライン予約

（提供事業者：BABY JOB 株式会社）

（提供事業者：株式会社コドモン）

２つの保活サイトで 入
園
申
請
ペ
ー
ジ
へ



➢  

➢ 保護者や保育園職員など利用者の声を踏まえ、機能を改善・拡充

➢ サービスの利用者を増やすため、参画自治体・保育園を拡大

保活ワンストップ 結果や成果

今後の取組
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保護者の声

保活ワンストップに寄せられた声

子育ての合間にいつでも見学予約できて良い  

保育園の声

電話で細かな見学案内や日程

調整をする必要がなくなった  

担当者の業務の状況に関係なく

保護者を待たせずに受付できる  

連携自治体の声

保護者に広く浸透すれば、

さらに園の業務効率化になる

と思う  

見学予約しやすくなって、

より園を知ってもらうことが

できる 

利用者 (保護者)の満足度

4.3点（5点満点中）

コメント欄も上手く活用して

温かさを感じられる

使い方を考えていきたい 

保活にかかる時間がかなり短縮されると思う

園の利便性も高まるよう、

現場の意見を聴いて

バージョンアップ

してほしい

サービスの対象園がもっと増えてほしい

保活はややこしい制度の理解、各園の情報収集から
始まり、見学の予約、入所申請、決まらなければ２次

申込と、かなりパワーを要する。保護者の負担軽減

に貢献するはず。全国に広まることを願います！

＜SNSにおける声＞



給付金手続の利便性UP

マイナンバーカードでスマホから申請できる仕組みを導入し、
ワンスオンリーの徹底や簡単便利で爆速の手続を実現

マイナポータル
等

対象者
（子）

申請者
（親）

審査・給付
システム

公金受取口座等

マイナンバー
カード

登録・申請

ワンスオンリー 処理の迅速化
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給付金手続の利便性UP 取組状況と成果

➢ 引き続き、利用者の意見を聞きながらサービスを改善し、高い顧客満足度を維持

➢ 東京都や区市町村における「給付支援サービス」の活用を促進

➢ 「０１８サポート」において、デジタル庁が構築する給付支援サービスとの連携により、

  マイナンバーカードをスマートフォンにかざすことで申請できる新しい仕組みを導入

➢  デジタル庁と連携し、自治体に給付支援サービスの利便性を普及するための勉強会を実施

• 給付支援サービスを導入済み又は導入予定の都内自治体は、東京都に加えて6自治体

プロジェクト開始からの取組
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➢ 新しい申請サービスの利用者にアンケートを実施し、サービス改善に活用（回答者数約3,900名）※12/6現在

申請後の処理状況、進捗状況の確認ができず

分かりにくい。

出産直後で外出せずにオンラインで完結する

のが助かります。

利用者アンケート結果

今後の取組

マイナンバーカードでできると聞いてやってみたら、

とても簡単でした。

保護者の声

47.4%
42.7%

9.9%

■非常に満足している ■まあ満足している
■あまり満足していない、まったく満足していないの合計

満足した

90％

サービスの満足度

71.3％

12.5%

5.6%

10.6%

■10分以内 ■10~15分 ■15~30分 ■30分以上

10分以内

71％

手続に要した時間

新しい仕組みの導入で
大幅に改善

7％→71％に

※12/10現在
※子育て分野以外含む



東京都が、行政サービス変革の推進力となる

“ 情報技術で行政の今を変える、首都から未来を変える ” （GovTech東京の理念）

戦略・計画

連携統制

都デジタルサービス局

政策連携
団体

シビック
テック

サービスの最前線と技術を連携

国区市町村

スタート
アップ

都庁各局 開発

人材技術支援

GovTech東京

技術の専門家集団

出典：東京デジタル2030ビジョン
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